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1．はじめに

1999 年に国務院は、受験対応の「応試教育」
を児童生徒の全面的発達を目指す「素質教育」
へ転換するため、「教育改革を深化し、全面的
に素質教育を推進することに関する決定」（国
務院、1999）を公布した。それに伴って、教育
改革の中核である教育課程改革が始まり、2001
年に、教育部は義務教育段階の教育課程の全体
計画を示した「義務教育課程設置実験方案」を
発表した。同実験方案が実施され、21 年も経っ
た 2022 年にあたり、その正式版である「義務
教育課程方案」が出された。しかし、新方案
は、2001 年方案と同様に、児童生徒の知育を
重視するだけではなく、全面的発達をはかる教
育理念、つまり素質教育を発展させる方針を掲
げている。このような方針のもと、今後の人材
育成の目標や教育課程の編成・実施等にどのよ
うな変化があるのか、また今回の教育課程改革
の方向性は未だに明らかにされていない。

そこで、本研究は、両方案の新旧比較を通し
て、その相違点を解明するとともに、近年中国
教育改革の動向を示すことを目的とする。

2．実施背景の比較

（1）「義務教育課程設置実験方案」（2001）の
実施背景

中国では、1977 年大学入試制度、大学院生
の育成制度の回復および重点学校制度の再開に
伴い、上級学校への進学をめぐって激しい受験

競争が再び展開された（建国初期にも存在）。
この受験競争は小中学校にも影響をおよび、学
校では児童生徒の受験科目の成績のみに注目
し、上級学校への進学率を高めるため、知識学
習が大きな比重を占めていた。このような受験
競争は、児童生徒に過重な学習負担を課すこと
になった。1990 年代の初めに開発された学校
教育課程は 1960 年代に行われた教育改革の特
徴をもち、つまり、当時の教育課程は「知識本
位」、「成績至上主義」であり、とりわけ教育課
程の構造に焦点を合わせ、力点はどうしても書
物からの知識におかれ、生徒の興味・関心や実
生活からかけ離れたものとなる。代（2018）は
当時の教育課程・教育内容は以下のような課題
があると指摘した。①詰め込み型の教育が強調
されること、②学科の種類が多く、統合性が足
りないこと、③課程内容が煩雑で、難しい、
偏っている、古い教材知識を重視すること、④
学習者は受動的に暗記し、機械的なスキル訓練
を受けることである。このような「応試教育」
の弊害を克服するため、1980 年代半ばごろ、

「素質教育」の理念が提起された。しかし、「素
質教育」の実行が抑制された。顧（2002）は中
国で「素質教育」の普及は、難渋を極め、収穫
は寥々たるものであったと述べた。

一方、改革開放政策が導入されてから、中国
の社会・経済をさらに発展させるため、「科教
興国」戦略（科学技術と教育による国家振興戦
略）や「人材強国」戦略（少数のエリートの養
成ではなく、全国民の資質を引き上げる戦略）
が継続して実施されている。中国では、経済発
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展を推し進める力となる創造性のある人材を育
成することが求められている。

以上を踏まえ、中国政府は「素質教育」を実
現し、国民の資質を向上することを通して国力
を高めるために、2001 年 6 月に「素質教育」
の理念を具体化する媒体である「基礎教育課程
改革要綱（試行）」を公表し、その後、教育課
程の編成基準を示した「義務教育課程設置実験
方案」も発行した。

（2）「義務教育課程方案」（2022）の実施背景
1985 年から、素質教育は教育課程改革を通

じて実現される主張があるものの、素質教育の
実現は教育の普及率、人的・物的・財的資源の
量と質、教育評価方法といった要件にも影響さ
れている。それゆえ、2000 年代から教育課程
改革が始まったが、現時点で「素質教育」はま
だ全面的に実現されず、中国共産党第 20 回全
国代表大会（2022 年）及び 2022 年に発表され
た「義務教育課程方案」では、今後も「素質教
育を全面的に発展」することが引き続き強調さ
れている。
「教育改革を深化し、全面的に素質教育を推

進することに関する決定」第 2 項「教育改革を
深化し、素質教育を実施する条件を整える」第
8 条では、義務教育の普及は「素質教育が普及
する前提である」ことが指摘された。そして、
素質教育は、応試教育のように一部のエリート
に向ける教育ではなく、「すべての学習者へ」
という要素があるので、義務教育が普及されな
いのであれば、素質教育の普及も不可能である
と言える。しかし、2000 年には、中国全人口
85% 以上を占めている地域に 9 年制義務教育
が普及し、義務教育は基本普及の段階に至った
が、9 年制義務教育の完遂率は 8 割弱に過ぎな
い。そして、二元構造社会である中国では、学
校間、都市農村間、地域間における教育格差が
大きいである。例えば、1999 年中国東部と西

部の学齢児童の入学率は 99.72% と 97.86% であ
り、中退率は 1.62% と 13.35% である。それゆ
え、2000 年代に入ってから、中国政府は教育
資源の配分を通じて教育格差の解消に力を入れ
ていた。2005 年に教育部は「県における義務
教育の均衡的発展を促進する若干意見」を公布
し、県を中心とした義務教育の均衡的発展政策
が策定した。その後、「農村義務教育費を保証
するメカニズム」、「農村小中学校遠距離教育プ
ログラム」、「中西部農村小中学校の校舎を修繕
するプログラム」、「農村における特設ポスト教
員計画」等一連の義務教育資源の均衡的配分を
促進する具体策が展開された。

さらに、2017 年に公布された「県における
義務教育の良質かつ均衡的発展を監督・評価す
る方法」では、教育の資源配分だけでなく、教
育の質に関わる評価項目、例えば、「障がいの
ある児童生徒の就学率」、「教員研修の費用」、

「教育課程編成と総合実践活動の展開」、「児童
生徒の学業水準」等が初めて取り上げられた。
これにより、教育の質向上をめぐる教育改革が
本格的に始動した。国務院は「教育改革を深化
し、全面的に義務教育の質を向上する意見」

（2019）、「新時代の教育評価改革総体方案」
（2020）、「義務教育段階の児童生徒の宿題や校
外学習の負担をさらに軽減するための意見」

（2021）を公布した。教育の質を向上するた
め、素質教育の全面的発展、教育評価の内容・
方法の改革、児童生徒授業内外の負担軽減が求
められている。このようは背景のもと、2022
年に新しい教育課程方案が制定され、同年 9 月
から実施し始めた。

以上を踏まえ、両方案の実施背景を比較す
る。まず、両方案は素質教育という教育方針に
沿ってつくられたものであるが、2001 年方案
は、それまで長年に存在した応試教育の弊害を
是正するため、新しく提唱された教育方針を具
現化する媒体であるのに対して、2022 年方案
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は、素質教育の正確さを認めつつ、その完全普
及をはかるために出されたものである。次に、
両方案が公布された際に、義務教育の発展状況
は異なっている。つまり、2001 年の中国では、
義務教育の普及率や完遂率が低く、学校間の格
差が大きい状況に陥って、新しい方案が公布さ
れたにも関わらず、素質教育の実現は不可能で
あった。その一方、2010 年末に義務教育が完
全普及に至り、さらに 2021 年に全国すべての
県における小中学校が基本均衡状態になってい
るので、素質教育の実現要件が整えるように
なっている。最後、2022 年方案は独立するも
のではなく、それを確実に実施できるように教
育評価方法や児童生徒の負担を軽減する方法と
いった一連の法規規定が制定された。

3．新旧方案の内容の比較

本節では、2001 年の「義務教育課程設置実
験方案」（以下、「実験方案」と略す）と 2022
年の「義務教育課程方案」（以下、「方案」と略
す）に規定されている人材育成の目標、課程編
成の基本原則、課程編成の基準を整理した上
で、両方案を比較する。

（1）人材育成の目標
人材育成の目標について、「実験方案」で

は、「理想を抱き、道徳性があり、知識を持
ち、ルールを守る児童生徒を育成する」ことを
目指して定められているが、具体的な人材像は
定められていない。「方案」では、「理想を抱
き、能力を持ち、責任感」があり、徳・知・
体・美・労全面的発達の児童生徒を育成するこ
とをねらいとしている。また、「方案」では、

「能力」と「責任感」の具体が明確に述べられ
ている。以下、詳しく述べる。
「能力」は 6 つの側面がある。第 1 に、学習

能力である。「学ぶ意欲があり、よく考え、好

奇心と知識欲を持ち続け、また、良い学習習慣
を持ち、現代社会に適応するために必要な知識
と技術を習得し、学ぶための能力を身につける
ことができる」と述べている。第 2 に、探求力
である。「疑問を持ち、あえて質問し、実践で
課題を見つけ、問題を解決する能力、創造力を
身につけることができる」と述べている。第 3
に、自立力である。「自立し、労働に熱心を持
ち、基本的な生活技能を身につけ、良い生活習
慣を持っていること」と述べている。第 4 に、
自分を守る能力である。「身体を鍛え、健全な
人格を持ち、望ましい生活習慣を身に付け、基
本的な健康知識と自分に合った運動技能を習得
する。また、生命の安全や健康に対する意識を
高め、ポジティブになり、挫折に負けない、自
分を守る力を身につけることができる。」と述
べている。第 5 に、芸術への鑑賞力である。

「芸術への健全な関心と、鑑賞力・表現力を身
につけることができる」と述べている。第 6
に、協働力である。「コミュニケーション能
力、チームワークで他人と協働できる基本的な
能力を身に着けることができる」と述べてい
る。
「責任感」は 5 つの側面がある。第 1 に、法

意識を持つことである。「誠実で信頼でき、善
悪の判断がつき、法律を守る意識がある」と述
べている。第 2 に、集団意識をもつことであ
る。「親に孝行し、年長者を敬い、社会貢献が
できる集団主義がある」と述べている。第 3
に、生命の尊さと自然愛護への意識を持つこと
である。「自然環境を大切にし、環境を守り、
動物を愛護し、生命を大切にする意識がある」
と述べている。第 4 に、愛国心を持つことであ
る。「民族の団結、国家の主権、尊厳、利益を
擁護する意識がある」と述べている。第 5 に、
国際理解、国際視野を持つことである。「他国
の文化を理解し尊重し、国際的視野に立って、
世界の平和を守り、自国の利益を追求するとと
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もに他国の利益にも配慮し、各国の共同発展を
図る意識がある」と述べている。

以上のように、人材育成の目標を比べてみる
と、2001 年は、具体的の人材像は不明瞭さが
あり、具体的な人材像は明確されていない。
2022 年には具体的の人材像を明確に定められ
ている。児童生徒に求められている能力は、学
習能力、探求力、自立力、自分を守る能力、芸
術への鑑賞力、協働力である。また、児童生徒
に求められる責任感は、法意識を持つこと、集
団意識をもつこと、生命の尊さと自然愛護への
意識を持つこと、国を愛する心を持つこと、国
際理解、国際視野を持つことである。

（2）課程編成の基本原則
課程編成の基本原則について、「実験方案」

では、3 原則が指摘されている。第 1 に、「均
衡配慮」である。徳・知・体・美の全面的発達
に伴い、各教科の比率を適切に考慮する。第 2
に、「総合性の強調」である。児童生徒の体験
を重視し、課程の編成は知識、社会生活、児童
生徒の体験を統合する。第 3 に、「選択制の強
調」である。各教科の授業時間の比率を柔軟に
し、地方と学校の自主的な課程を開発・選択で
きる余地を保障する。また、地域、学校、児童
生徒の状況に応じた課程の適応性を高め、各地
域の創造力を発揮して特色のある学校づくりを
促進する。
「方案」では、人材育成の目標を達成するた

めに、主に 5 点の原則があげられる。第 1 に、
「すべての児童生徒を全面的に健やかに育てる」
ことである。この点は「徳・知・体・美・労の
全面的発達を培う課程システムを構築し、児童
生徒の健全育成を促進すること」を示した。第
2 に、「すべての児童生徒に、人々の能力・素
質に応じて異なった教育を実施する」ことであ
る。この点は「学齢期のすべての児童生徒に適
切な学習機会を提供する」ことを示した。第 3

に、「児童生徒の核心素養（コンピテンシー）
を重視し、将来を見据えた取り組みを行う」こ
とである。この点は「児童生徒の生涯発達と社
会的発展のニーズに応じて、教育の主軸を明確
にし、正しい価値観を育て、健全な人格と重要
な能力の育成を重視する」ことを示した。第 4
に、「課程の総合性と関連性を強化する」こと
である。「課程の内容と児童生徒の体験や社会
生活とのつながりを強化し、教科内の知識の統
合を図り、総合的な課程を開発することと学際
的な学習を行う」ことを示した。第 5 に、「教
育のあり方を変え、実践を強調する」ことであ
る。「課程と労働及び社会的な実践との統合を
強化し、児童生徒の実践力を育成する」ことを
示した。

以上のように、2001 年と 2022 年の課程編成
の基本原則を比べてみると、2001 年と 2022 年
共に徳・知・体・美の全面的発達を培う課程が
求められているが、2022 年は児童生徒の社会
的な実践力を重視し、「労育」を加えた。ま
た、2001 年と 2022 年は共に課程の総合性を強
調した。2022 年の改訂を見ると、すべての児
童生徒の能力・素質に応じて異なった教育を実
施すること、適切な学習機会を提供すること、
生涯発達と社会的発展のニーズに応じて育成す
ること、児童生徒の社会的な実践力を育成する
ことが特徴である。さらに「実験方案」は教育
課程に注目している一方、「方案」は児童生徒
に重視している。

（3）課程設置と編成基準
以下では、2001 年（表Ⅰ）と 2022 年（表Ⅱ）

の義務教育段階における課程の編成基準を取り
上げ、教科目の設置、教学時間 2 つの側面を比
較しながら課程の編成基準を見てみよう。表Ⅰ
は 2001 年の課程設置と編成基準で、表Ⅱは
2022 年の編成基準である。

まず、教科目について、表Ⅰと表Ⅱを比べて
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みると、主に 6 点の変更が見られる。第 1 に、
道徳の科目である。2001 年の課程の教科目は、
小学校第 1 学年から第 2 学年までは「品徳と生
活」、小学校第 3 学年から第 6 学年までは「品
徳と社会」、中学校第 7 学年から第 9 学年まで
は「思想品徳」を設置した。2022 年の課程の
教科目を見れば、小学校第 1 学年から中学校第
9 学年までは「道徳と法治」に変更した。第 2
に、歴史と地理の変更である。2001 年は「歴
史と社会」（または歴史、地理を選択）であっ
た。2022 年を見れば、「歴史と社会」がなくな
り、「歴史」と「地理」に変更した。第 3 に、

「科学」について、2001 年と 2022 年は両方と
も中学校で、「科学」、または「物理・化学・生
物学を選択」することになっているが、2001
年は小学校第 3 学年から中学校第 9 学年まで設
置し、2022 年は小学校第 1 学年から中学校第 9

学年までに変更した。第 4 に、「体育」につい
て、2001 年に小学校は「体育」、中学校は「体
育と健康」で設置したが、2022 年は 9 年一貫
で「体育と健康」に変更した。第 5 に、新教科
目の設置について、2022 年は、小学校第 3 学
年から中学校第 8 学年は「情報と科術」、小学
校第 3 学年から中学校第 9 学年まで「労働」と
いう新しい教科目を増設された。第 6 に、地方
と学校課程について、2001 年は「地方と学校
課程」を設置したが、2022 年は「地方課程」、

「校本課程」に分かれて、「地方課程」は地方の
教育行政部門が企画・設置し、「校本課程」は
規定に基づき、学校が設置することに変更し
た。

次に、教学時間について、表Ⅰと表Ⅱを比べ
てみると、各教科の週間時間数、年間時数の変
更はなかったが、時間配分は主に 3 点の変更が

表Ⅰ　2001 年中国義務教育課程設置基準

学年
時間配分

1 2 3 4 5 6 7 8 9

各教科

品徳と生活 品徳と社会 思想品徳 7 ～ 9%

歴史と社会
（又は歴史、地理を選択）

3 ～ 4%

科学
科学

（又は生物、物理、化学
を選択）

7 ～ 9%

国語 20 ～ 22%

数学 13 ～ 15%

外国語 6 ～ 8%

体育 体育と健康 10 ～ 11%

芸術（又は音楽、美術を選択） ９～ 11%

綜合実践活動
16 ～ 20%

地方と学校課程

週総授業時数 26 26 30 30 30 30 34 34 34 34

年間総授業時数 910 910 1050 1050 1050 1050 1190 1190 1122 9522

注：1、表内の学年総授業時数は、いずれも年間 35 週間で計算したものである。
　　2、一単位時間、小学校（第 1 ～ 6 学年）は 40 分、中学校（第 7 ～ 9 学年）は 45 分である。
出典：中華人民共和国教育部「義務教育課程設置実験方案」（2001 年）
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見られる。第 1 に、道徳の割合は、2001 年は
7% ～ 9% であったが、2022 年は 6% ～ 8% に
なり、約 1 割を減少した。第 2 に、科学（また
は物理・化学・生物学）の割合は、2001 年は
7% ～ 9% であったが、2022 年は 8% ～ 10% に
なり、約 1 割を増加した。第 3 に、地方と学校
課程の割合は、2001 年は 16% ～ 20% であった
が、2022 年は新しい科目「労働」を含めて
14% ～ 18% になり、約 2 割を減少した。2022
年では、新しい科目「情報と科術」は 1% ～
3% を占めている。

以上のように、2001 年と 2022 年の課程設置
と編成基準を比べてみると、改訂後の 2022 年
の教科目は、道徳、歴史と地理、科学、体育及
び地方と学校課程は変更があった。「情報と科
術」と「労働」は新しい教科目として増設され

た。また、教学時間について、2001 年と 2022
年の各教科の週間時間数、年間時数の変更はな
かったが、道徳の割合、科学（または物理・化
学・生物学）の割合、地方と学校課程の割合の
変更があった。これらの変更は、課程編成の原
則に従って、新しい科目「情報と科術」、「労
働」が増設するための調整であると考えられ
る。

4．おわりに

本稿は、「実験方案」と「方案」の実施背景
と内容を比較した。その結果、両方案とも児童
生徒の全面的発達を目指して制定されたが、前
者の主な目的は応試教育の過熱を是正するのに
対して、後者は素質教育という教育方針の正確

表Ⅱ　2022 年中国義務教育課程設置基準

学年
時間配分

1 2 3 4 5 6 7 8 9

各教科

道徳と法治 6 ～ 8%

国語 20 ～ 22%

数学 13 ～ 15%

外国語 6 ～ 8%

歴史、地理 3 ～ 4%

科学
物理、化学、生物学

（又は科学）
6 ～ 10%

情報と科術 1 ～ 3%

体育と健康 10 ～ 11%

芸術 9 ～ 11%

労働

14 ～ 18%
綜合実践活動

地方課程 地方の教育行政部門が企画・設置する

校本課程 規定に基づき、学校が設置する

週総授業時数 26 26 30 30 30 30 34 34 34 274

年間総授業時数 910 910 1050 1050 1050 1050 1190 1190 1122 9522

注：1、表内の学年総授業時数は、いずれも年間 35 週間で計算したものである。
　　2、一単位時間、小学校（第 1 ～ 6 学年）は 40 分、中学校（第 7 ～ 9 学年）は 45 分である。
出典：中華人民共和国教育部「義務教育課程方案」（2022 年）
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性を認めた上で、その全面的に実現することを
求めることがわかった。2000 年代に、9 年制義
務教育の発展は基本普及段階に入っており、

「教育の質向上」が提唱されたが、「二元構造社
会」である中国では、どのように教育を受ける
機会を均等的に児童生徒に与えるかが議論され
た。

一方、2010 年義務教育の完全普及と 2021 年
義務教育の基本均衡的発展の実現に伴い、教育
の質を向上させる条件が整い、国民がより良い
教育を受けるニーズを満たすため、教育内容の
改革が本格的に始まった。新しく発表された

「方案」では、「理想を抱き、能力を持ち、責任
感がある」人材を育成する目標を掲げ、そし
て、「能力」や「責任感」の内容が具体的に説
明された。特に、「能力」では、「自立力」が強
調され、児童生徒は「自立し、労働に熱心を持
ち、基本的な生活技能を身につけ、良い生活習
慣を持つ」ことが求められている。それゆえ、
素質教育の内包が拡大し、労働教育は必要不可
欠な教育科目になった。

また、近年、中国では教育の質とは何かが明
らかにされ、教育評価の方法・基準、教育課程
の実施を監査するシステムも次第に完備され、
素質教育の全面的実現と教育の質向上が可能に
なると考えられる。しかし、重点高校制度、重
点大学制度がまだに存在する。所得格差拡大の
最大の理由は学歴格差であるため、大学入試を
通して人生を変えようとする中・低所得者層は
少なくない。それは素質教育の発展を妨害する
一つの要因であり、今後、人材選抜制度の改善
や国民の職業観・労働観を育む教育の推進が必
要であると思われる。

なお、本稿は、教育課程編成の全体計画を示

す「教育課程編成方案」のみを検討したが、今
後、各教科目の具体的な編成基準や新しい「方
案」の実施実態を検討しようと思う。
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